
◎基本情報

○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 ■ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

成果指標の目標は達成することができなかったため、今後も時代の変化に合わせた啓発講座を実施し、積
極的に周知していくことで消費者被害の未然防止に努める。

今年度の見直し
内容

なし

来年度以降の方
向性

より多くの方に消費者センターを認知・活用してもらえるよう、消費者教育・啓発を継続する。
また、国が進めている消費生活相談のＤＸ化の経過を見つつ、電話相談の応答率改善に向けた取り組みについて引き続き検討していく。

93 90 80.2 90 90 90

↓

アウトカム
成果指標2

消費者教育を受けたり、自ら学んだことがある人90％ という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

48 50 65 60 60 60

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

活動指標については、相談員の人員不足と相談一件あたりに相当な時間がかかることが目標未達の原因で
あると考えられる。今後は、より多くの相談を受けるため、相談員の人員確保と効率的な相談対応及び事務
処理の方法について検討を進める。

アウトプット
活動指標2

消費者センターが行う啓発講座等の実施 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2.4 3 1.5 3 3 3

↓

アウトカム
成果指標1

トラブルに遭ったとき、だれにも相談できなかった人3.0％以下 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

9732 10000 9409 10000 10000 10000

人工

指標

アウトプット
活動指標1

消費者センターにおける相談受付 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

5.2 人工

令和7年度予算額 92,235 千円 うち特定財源 16,783 千円 正規職員業務量 5.2

正規職員業務量 5.2 人工

令和6年度決算額 80,851 千円 うち特定財源 12,745 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 5.2 人工

令和6年度予算額 82,333 千円 うち特定財源 9,737 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

市民が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる暮らしを実現する。

他都市の状況

消費者安全法により、各都道府県に「消費生活センター」が設置されており、それに準じすべての政令市でも消費生活センター
が設置されている。

市民参加の実施

令和5年度決算額 82,003 千円 うち特定財源 9,371

施策名 －

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

消費者を取り巻く環境は、少子高齢化、グローバル化、デジタル化などの進展により変化を続けており、これら環境の変化に伴
い、消費者問題は多様化・複雑化している。市民が安心して安全で豊かな消費生活を営むため、消費者トラブルの未然防止の
ための消費者教育、消費者被害救済のための相談体制の整備、消費者被害拡大防止のための事業者指導に取り組む必要が
ある。

事業内容
（何を実施し）

消費者被害の防止・救済や、自ら考え判断する消費者となるための支援等を行うため、札幌市消費者センターにおいて、消費
生活に関する各種施策を行う。
①消費生活相談（助言・あっせん等）をはじめ、各種講座等の消費者教育・啓発、石油製品及び生活関連商品の価格調査等の
業務を委託により実施する。
②条例等に基づく事業者への調査・指導のほか、各種情報収集等の業務を行う。
③消費者センター施設の各種機能、設備の保守・管理・運営を行う。

【令和６年度実績】
①消費生活相談件数：９，４０９件
①消費者教育：消費生活講座１０回、講師派遣講座５６回
①啓発（パネル展示）：常設展示及びパネル展示４テーマ
①価格調査：石油製品小売価格調査（月１回）、生活関連商品小売価格調査（月１回）
②札幌市消費生活条例及び札幌市不当な取引行為に該当する行為の基準を定める規則に基づく指導等
　是正勧告０件、是正指導４件、翌年度に調査継続０件

事業名 消費者センター運営費

評価担当課 所   属 市）市民生活部　消費生活課 電話番号 011-211-2245

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 20183


